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Ⅱ．生産価格表式と生産価格対応価値表式
１．価格表式から価格対応価値表式の導出
　まず生産価格に限らず価格一般を想定する。出発価値表式である［価値
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表式Ⅰ－1］から，生産財，消費財価格の価値からの乖離率 x，yを用いて
［価格表式Ⅱ－1］を，さらに両財の乖離率の相対比
x
─y ＝hとして［価格
表式Ⅱ－2］をすでに作成している。この価格表式をもとに，生産財と消
費財の各価格構成部分に対応する価値量を検出表示した価格対応価値表式
を作成し，２表式の比較で２命題を捉えてみよう。すなわち価格表式にお
いて生産財と消費財の価格と利潤に相当する部分が有する価値量を部門別
に検出し，それらを集計することによって総価格と総利潤に対応する価値
量を求め，両者を比較して価格一般における総計一致の２命題の成立条件
を究明するのである。
　では生産財と消費財の各価格構成部分に対応する価値は如何なる方法に
よって検出することができるであろうか。検出方法は生産財と消費財では
異なる。価格表式作成の際の規定より，生産財価格はその価値の hy（＝ x）
倍，消費財価格はその価値の y倍となっている。したがって生産財はその
価格の
1─hy（＝
1
─x ）の価値を，消費財はその価格の
1
─y の価値を有してい
ることとなる。価格表式を構成するⅠ部門の各価格表示部分を hyで除す
れば，生産財のうちそれに相当する部分に含まれている価値が，Ⅱ部門の
各価格表示部分を yで除すれば，消費財のうちそれに相当する部分に含ま
れている価値が検出される。
　生産財価格 p1 を hyで除すれば生産財の価値が，消費財価格 p2 を yで除
すれば消費財の価値が得られる。同様に，Ⅰ部門の利潤 r1 を hyで除すれ
ば，生産財のうち利潤に相当する部分の価値が，Ⅱ部門の利潤 r2 を yで
除すれば，消費財のうち利潤に相当する部分の価値が得られる。これによ
って総価格 p1＋ p2 と総利潤 r1＋ r2 にそれぞれ
p1─hy ＋
p2─y と
r1─hy ＋
r2─y の
価値が対応することとなり，総計一致の２命題をその対応関係で捉えよ
う。
　次の［価格対応価値表式］は，すでに作成してある［価格表式Ⅱ－２］
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を上段に置き，Ⅰ部門では生産財価格 p1 とその構成部分（費用価格 k1 ，
利潤 r1 ）を hyで，Ⅱ部門では消費財価格 p2 とその構成部分（k2 ，r2 ）を y
で除して，その価格構成部分に対応する価値を検出し下段に置き，両者の
対応関係を部門別および社会総体として示したものである。
２．生産価格表式と生産価格対応価値表式の比較で捉えた２命題の両立
　［価格対応価値表式］の上段にある価格表式と下段にある対応価値表式
の総計部分を等置して総計一致の２命題とすれば，２命題は次のように規
定される。
　　　［価格対応価値表式］
Ι
費用価格 k1
利潤 r1 価格 p1
（注）　r1＋r2＝｛m1h＋v1（h－1）＋m2－c2（h－1）｝y＝｛m1＋m2＋v1（h－1）＋m1h－m1－c2（h－1）｝y
　　　＝｛M＋（v1＋m1－c2）（h－1）｝y＝Rとなる。
上段は価格，下段は価値を示す。Ⅰ部門は生産財の価格 p1とその構成部分（k1，r1）を
hyで，Ⅱ部門は消費財の価格 p2とその構成部分（k2 , r2）を yで除して，各部分に対応
する価値を検出して下段に置く。
c1hy ＋ v1y ＋ ｛m1h＋v1（h－1）｝y ＝
＋ ＋ ＝
w1hy
（hy）
c1 m1＋v1（1－　）
Ⅱ
÷
Σ
w1h
v1
h
1
費用価格 k2
利潤 r2 価格 p2
c2hy ＋ v2 y ＋ ｛m2－c2（h－1）｝y ＝
＋ ＋ ＝
w2 y
（y）
c2h v2 m2－c2（h－1）
価格
価値
価格
価値
価格
価値
÷
w2
総費用価格 K
総利潤 R 総価格 P
Chy ＋ Vy ＋｛M＋（v1＋m1－c2）（h－1）｝y ＝
＋ ＋ ＝
（w1h＋w2）y
c1＋c2h ＋v2 M＋v1（1－　）－c2（h－1） w1＋w2h
v1
h
1
506
　　（w1h＋w2）y＝w1＋w2（＝W） ⑿
　　{M＋（v1＋m1－c2）（h－1）}y＝M＋v1（1－
1─h）－c2（h－1） ⒀
　⑿ と ⒀ の左辺はそれぞれ総価格 Pと総利潤 R，右辺はそれらに対応す
る価値の量的規定となる。総価格に対応する価値は，出発価値表式にある
総価値Wと量的に一致する。しかし ⒀ の右辺より，総利潤部分に対応す
る価値は，h＝1 の価値価格と h＝ v1─c2 となる特殊ケース以外は出発価値表
式にある総剰余価値Mから量的に乖離することがわかる。
　生産財と消費財の価値の集計は，hの変化にかかわりなく，換言すれば
価値価格，生産価格その他如何なる価格を想定しても出発価値表式の総価
値Wから量的に乖離することはない。これに対して生産財と消費財の利
潤に相当する部分が有する価値の集計は，h＝1 の価値価格と h＝
v1─c2 とな
る特殊ケースを除いて総剰余価値Mから量的に乖離し，しかも hの変化
とともにその乖離額も変動するのである。この量的乖離が，これまで一般
には不可能とされてきた２命題の両立を，生産価格の成立段階で可能とす
ることは後にみるであろう。では命題 ⑿ と ⒀ を成立させる yを求め，生
産価格水準を確定しよう。
⑿ より
　　y ＝ W─w1h＋ w2
 ⑿′
⒀ より
　　y ＝
M＋v1（1－　 ）－c2（h－1）─M＋（v1＋m1－c2）（h－1）
 ⒀′
を得る。図５は，出発価値表式となる［価値数値表式Ⅰ－2］にある数値
を ⑿′と ⒀′に代入して，命題 ⑿ と ⒀ を成立させる yを hの変化とともに
描いたものである。
1─h
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　図中の曲線 ⑿′は，命題 ⑿ である総価格とそれに対応する価値との量的
一致を成立させる hと yの関係を，曲線 ⒀′は命題 ⒀ である総利潤とそれ
に対応する価値との量的一致を成立させるそれを示している。２命題は曲
線 ⑿′と ⒀′の交点である C，D，Eの３点で両立する。２命題を両立させ
る C，D，E点における hの位置から吟味しよう。D点は h ＝1，すなわ
ち価値価格の成立段階にある。C点は h ＝ – 1─
3
，E点は h ＝ 5─
4
となって
いる。この C，E点の h座標は，以前に生産価格の成立に必要な hを求め
るために使用した２次方程式 ⑸ の２つの解と一致する。すなわち２命題
の両立は，価値価格と生産価格の成立段階でのみ達成可能であり，それ以
外の価格では不可能であることが判明する。
図５　２命題を成立させる乖離率
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　D点は（1，1）に位置しており，そこでは命題 ⑿ の左辺と右辺は同じ
くW（＝w1＋w2）となり，命題 ⒀ の左辺と右辺も同じくMとなって，２
命題は両立すること自明である。したがって価値価格 D点は２命題の考
察からは除外される。さらに両財の乖離率の相対比 hがマイナスとなる C
点（－ 1─
3
，7）は経済学的意味をもたず，この C点も生産価格の考察から
は除外される。残る E点のみが２命題両立を実現させる理論的に妥当な
位置にある。以前，この E点の h座標を h＊（＝ 5─
4
）とし，h＊を利用して出
発価値表式から生産価格表式の導出を試みた。その E点の y座標（＝
56─
65
）で生産価格を規準化すれば，今度は生産価格対応価値表式との比較
による総計一致の２命題が両立するのである。以上の結果を別の考察方法
によって確認しよう。
　総計一致の２命題を両立させる hを求めるために ⑿′を ⒀′に代入して
整理すれば，次式を得る。
　　c2w1h
3＋（v2w1－c1w2－c2w1）h
2＋（c1w2－v1w2－v2w1）h＋v1w2＝0 ⒁
上式は hの３次方程式であるから，３つの解が予想される。しかし幸運に
もわれわれはそのうち１つの解を知っている。それは，価値価格の成立段
階を意味する h＝1 である。そうであれば３次方程式 ⒁ の左辺は h－1 の
因数をもつこととなり，その因数で除すれば，他の２つの解は次数を１つ
落とした２次方程式の解として容易に求めることができる。
　⒁ の左辺を因数分解すれば
　　（h－1）{c2w1h
2＋（v2w1－c1w2）h－v1w2}＝0 ⒂
となる。したがって h＝1 以外の２つの解は次の２次方程式
　　c2w1h
2＋（v2w1－c1w2）h－v1w2＝0 ⒃＝⑶
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の解となる。この ⒃ は，以前に利潤率の均等を達成させる hを求めるた
めに使用した２次方程式 ⑶ と一致する。したがって ⒃ から得られる解は，
生産価格成立段階での hであると証明される。以上の考察方法によっても
２命題の両立は，価値価格と生産価格の成立段階で可能となることが確認
された。
　これを数値例で展開しよう。出発価値表式の数値を ⒁ に代入すれば，
　　12h3－23h2＋6h＋5＝0 ⒁′
となる。この３次方程式の解が２命題を両立させる hとなるが，そのうち
１つの解は既知であり，それは価値価格の h＝1 である。したがって３次
方程式の解の公式を利用するまでもなく，⒁′の左辺は，
　　（h－1）（12h2－11h－5）＝0 ⒂′
と因数分解され，h＝1 以外の他の解は次の２次方程式
　　12h2－11h－5＝0 ⒃′＝⑸
の解である。⒃′は以前に生産価格の成立に必要な hを求めるために使用
した２次方程式 ⑸ と一致しており，したがって ⒃′の解は，生産価格成立
段階での hとなる。⒃′は以前にも ⑸′において因数分解したように
　　12（h＋ 1─
3
）（h－ 5─
4
）＝0 ⑸′
となるので，他の２つの解は h＝－ 1─
3
，5─
4
である。そのうち正の解（h＊）
をとり，生産価格成立段階での h＊＝ 5─
4
とした。
　図６は，生産価格を成立させる両財の価値からの乖離率の相対比 hと２
命題を成立させるそれを図示したものである。図中の曲線 ⑸ と h軸との
交点が生産価格を成立させる hの位置を示しており，生産価格は C，Eの
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２点で成立する。一方，曲線 ⒁′と h軸との交点が２命題を両立させる h
の位置を示し，２命題は C，D，Eの３点で両立する。理論的には hがマ
イナスとなる C点と価値価格 D点は考察から除外されるので，h＝ 5─
4
（＝
h＊）の E点で生産価格の成立と２命題の両立が達成される。では E点の y
座標（＝ 56─
65
）で生産価格水準を確定して２命題の両立を数値例で検証し
よう。われわれはすでに生産価格を成立させる h（＝h＊）を得ており，そ
れを用いて［生産価格数値表式Ⅲ－２］を作成した。そこでは平均利潤率
π ＊（＝ 1─
4
）は決定しているが，yの数値は特定されておらず，生産価格水
準は確定されていない状態にある。この生産価格表式をもとに，生産価格
表示の生産財と消費財の各構成部分に対応する価値を検出して生産価格対
応価値表式を導出する。導出方法は，先の価格表式から価格対応価値表式
を得たと同様の方法を適用する。すなわち生産財の生産価格はその価値の
図６　２命題の両立と生産価格を成立させる両財の乖離率の相対比 h
０ １
（h＊）
f（h）
h
D EC
（14）’（5）
（注）　（5）は f（h）＝12h2－11h－5
　（14）’は f（h）＝12h3－23h2＋6h＋5
4
5－
3
1
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h＊y倍，消費財の生産価格はその価値の y倍となっているので，生産財は
その生産価格の 1─h＊y の価値を，消費財はその生産価格の
1─y の価値を有す
る。したがってⅠ部門の生産価格を構成する各表示部分を h＊yで除すれば，
その部分に対応する生産財の価値が，Ⅱ部門の生産価格を構成する各表示
部分を yで除すれば，その部分に対応する消費財の価値が検出される。
　生産財生産価格 p1 
＊を h＊yで除すれば生産財の価値が，消費財生産価格
p2 
＊を yで除すれば消費財の価値が得られる。同様にⅠ部門の平均利潤 r1 
＊
を h＊yで除すれば，生産財のうち平均利潤に相当する部分の価値が，Ⅱ部
門の平均利潤 r2 
＊を yで除すれば，消費財のうち平均利潤に相当する部分
の価値が得られる。
　　　［生産価格対応価値数値表式］
Ⅰ
費用価格 k1＊
平均利潤 r1＊ 生産価格 p1＊
（注）　上段は生産価格，下段は価値を示す。Ⅰ部門は生産財の生産価格 p1＊とその構成
部分（k1＊, r1
＊）を　yで，Ⅱ部門は消費財の生産価格 p2＊とその構成部分（k2＊, r2＊）
を yで除して，各部分に対応する価値を検出して下段に置く。
4
5
1500y ＋ 300y ＋ 450y ＝ ÷
＋ ＋ ＝
2250y 生産価格
（　y）
4
5
1200 240 360 価値
Ⅱ
費用価格 k2＊
平均利潤 r2＊ 生産価格 p2＊
500y ＋ 300y ＋ 200y ＝ ÷
＋ ＋ ＝
1000y 生産価格
（y）
500 300 200 価値
Σ
総費用価格 K＊
総平均利潤 R＊ 総生産価格 P＊
2000y ＋ 600y ＋ 650y ＝
＋ ＋ ＝
3250y 生産価格
1700 540 560 価値
1800
1000
2800
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　生産価格を成立させる h＝ 5─
4
（＝h＊）となるので，Ⅰ部門では生産財生
産価格 p1
＊＝2250yとその構成部分である費用価格 k1 
＊＝1500y＋300yおよ
び平均利潤 r1 
＊＝450yを 5─
4
yで，Ⅱ部門では消費財生産価格 p2 
＊＝1000yと
その構成部分である費用価格 k2 
＊＝500y＋300yおよび平均利潤 r2 
＊＝200y
を yで除して各部分に対応する価値を検出する。上記の［生産価格対応価
値数値表式］は，すでに得ている［生産価格数値表式Ⅲ－2］を上段に置
き，下段にはそれに対応する価値を検出して表示したものである。
　最後に，E点の y座標で生産価格水準を確定しよう。［生産価格対応価
値数値表式（E点）］は，E点における y（＝ 56─
65
）で規準化した生産価格
を上段に，下段にはそれに対応する価値を配置したものである。上段にあ
るⅠ部門の生産価格表示の各部分を h＊y＝ 5─
4
× 56─
65
＝ 14─
13
で，Ⅱ部門の生
産価格表示の各部分を y＝ 56─
65
で除すれば，部門別にそれらに対応する価
値が得られ，Ⅰ・Ⅱ部門を集計して総平均利潤と総生産価格に対応する下
段の価値量が配置される関係にある。
　生産価格が E点で成立すれば，Ⅰ部門の生産価格1938 6─
13
p1 
＊で表示され
る生産財の価値は1800，Ⅱ部門の生産価格861 7─
13
p2 
＊で表示される消費財
の価値は1000である。生産財と消費財の生産価格と価値はそれぞれ相違す
るが，総体としてみれば総生産価格2800P ＊は，生産財と消費財の価値の
集計2800に等しい。他方，Ⅰ部門の平均利潤387 9─
13
r1 
＊に相当する部分の
生産財が有する価値は360，Ⅱ部門の平均利潤172 4─
13
r2 
＊に相当する部分の
消費財が有する価値は200である。Ⅰ・Ⅱ部門の平均利潤とそれに対応す
る価値は相違するが，これも総体としてみれば総平均利潤560R ＊は，平均
利潤に相当する部分の生産財と消費財の価値の集計560に等しい。下記の
対応数値表式の総計部分に注目すれば，上段の総生産価格と総平均利潤に
は同量の価値が下段で対応しており，総計一致の２命題が両立する。この
ように E点で生産価格が成立すれば，総生産価格は両財の価値の集計に
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等しく，総平均利潤は両財の平均利潤に相当する部分が有する価値の集計
に等しい。これを総計一致の２命題と捉え，価値法則支配の根拠とすれ
ば，特殊な条件の導入なく生産価格の成立段階で２命題は両立するので，
価値法則は生産価格を介して貫徹されるといえる。出発価値表式と生産価
格表式との比較で２命題を捉えるならば，価値の生産価格に対する間接的
支配が，生産価格とそれに対応する価値表式との比較では２命題の両立に
よって価値の生産価格に対する直接的支配が析出される。
　後に生産価格での取引と不等価値交換の内容を単純再生産と拡大再生産
に分けて考察する予定であり，そのためここで単純再生産のケースを想定
　　　［生産価格対応価値数値表式（E点）］
Ⅰ
費用価格1550
平均利潤 r1＊ 生産価格p1＊
k1
＊
（注）　上段は生産価格，下段は価値を示す。Ⅰ部門は生産財の生産価格p1＊とその構成
部分（k1＊, r1＊）をh＊y=　 で，Ⅱ部門は消費財の生産価格p2＊とその構成部分（k2＊, r2＊）
を y=　 で除して，各部分に対応する価値を検出して下段に置く。
13
14
65
56
13
10
k2
＊
13
3
＋ ＋
13
258
6
13
387 ＝ ÷
＋ ＋ ＝
9
13
1938 生産価格
（　 ）
6
13
14
1200 240 360 価値
Ⅱ
費用価格689
平均利潤 r2＊ 生産価格p2＊
＋
13
430
10 ＋ ＝ ÷
＋ ＋ ＝
13
258
6
13
172
4 生産価格
（　 ）
13
861
7
65
56
500 300 200 価値
Σ
総費用価格2240K＊
総平均利潤R＊ 総生産価格P＊
＋
13
1723
1 ＋
13
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12
560 ＝
＋ ＋ ＝
2800 生産価格
1700 540 560 価値
1800
1000
2800
1292
13
4
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して生産価格とそれに対応する価値表式を作成しておこう。生産財と消費
財の価値構成がこれまでと同様の仮定のもとで，単純再生産の出発価値表
式をまず設定する。次の表式は，単純再生産の条件 v1＋m1＝c2を満たす
一般的な価値表式である。この価値表式から生産価格表式を導出する。
　　　［単純再生産価値数値表式］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　利潤率π
Ⅰ　1200c1＋300v1＋300m1＝1800w1　　（π1＝
1─
5
）
Ⅱ　  600c2＋450v2＋450m2＝1500w2　　（π2＝
3─
7
）
Σ　1800C ＋750V ＋750M＝3300W
　（注） 　Ⅰ部門の資本構成 q1（＝
c1─v1）＝4，Ⅱ部門の資本構成 q2（＝
c2─v2）＝
4─
3
，
　　   m′（＝
m
─v ）＝1 と仮定。部門構成λ（＝
w1─w2）＝
6─
5
　生産価格を成立させる生産財と消費財の価値からの乖離率の相対比 h＊
はすでに述べたように両財の価値構成に依存し，部門構成λ（＝
w1─w2）に影
響されることはないので，両財の価値構成に変化なく，これまでと同様の
仮定のもとでは h＊の値も変化なく h＊＝ 5─
4
が通用する。次の［生産価格対
応価値数値表式（単純再生産）］の中段には生産財生産価格 p1 
＊（＝w1h 
＊ y）
と消費財生産価格 p2 
＊（＝w2 y）および各部門の生産価格化された費用価格
k 
＊（＝ch ＊ y＋vy）と平均利潤 r＊を算定し，平均利潤率π ＊＝ 1─
4
となる生産価
格表式を配置した。現物形態が生産財であればその生産価格は価値から
h ＊ y（＝ 5─
4
y）倍，消費財であればその生産価格は価値から y倍乖離してい
るので，Ⅰ部門では中段の生産価格の各構成部分を 5─
4
yで，Ⅱ部門では y
で除して，その部分に相当する生産財と消費財の価値を検出して下段に配
置した。上段には E点の y（＝ W─w1h
＊＋w2
＝ 22─
25
）で規準化した生産価格を
それぞれ対応させて配置してある。
　上段の生産価格と下段のそれに対応する価値を比較すれば，先の拡大再
生産のケースと同様のことがいえる。すなわち各部門の生産価格と価値は
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相違するが，総体としてみれば総生産価格3300P ＊は生産財と消費財の価
値の集計3300に等しい。各部門の平均利潤とそれに対応する価値は相違す
るが，総体として総平均利潤660R ＊は平均利潤に相当する生産財と消費財
部分が有する価値の集計660に等しい。生産価格対応価値数値表式の総計
部分に注目すれば，上段の総生産価格と総平均利潤には同量の価値が下段
で対応しており，総計一致の２命題の単純再生産における両立ケースを示
している。
　　　［生産価格対応価値数値表式（単純再生産）］
Ⅰ
費用価格 k1＊
平均利潤 r1＊ 生産価格 p1＊
（注）　上段・中段は生産価格，下段は価値を示す。中段の生産財生産価格 p1＊とその構
成部分を　yで，消費財生産価格 p2＊とその構成部分を yで除して，下段の価値量
を検出。上段は y＝　で生産価格を規準化。
25
22
4
5
1320
＋
264
＋
396
＝
÷
＋ ＋ ＝
1980
E点で
規準化
（h＊y＝　y）
生産価格1500y 300y 450y 2250y
1200 240 360 価値
Ⅱ
費用価格 k2＊
平均利潤 r2＊ 生産価格 p2＊
600
＋
396
＋
264
＝
÷
＋ ＋ ＝
1320
E点で
規準化
生産価格
（y）
750y 450y 300y 1500y
750 450 300 価値
Σ
総費用価格 K＊ 総平均
利潤 R＊
総生産
価格 P＊
1980
＋
660
＋
660
＝
＋ ＋ ＝
3300
規準化
（E点）
生産価格2250y 750y 750y 3750y
1950 690 660 価値
1800
1500
3300
4
5
（π1＝    ）4
1
（π2＝    ）4
1
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　単純再生産・拡大再生産を問わず，E点で生産価格水準を確定すれば，
総生産価格は両財の価値の集計に一致し，総平均利潤は両財の平均利潤に
相当する部分の価値の集計に一致する。生産価格と平均利潤の背後に価値
があり，価値によってそれらは規制されるというマルクスの主張は，２命
題を以上のように解釈するならば論拠をもった命題に転化することとな
る。
　従来なされてきたように出発価値表式とそれから導出される生産価格表
式との比較ではなく，生産価格表式とそれに対応する価値表式との比較で
総計一致の２命題を捉えるならば，出発価値表式に特殊な条件（総資本構
成＝部門構成）を導入することなく，あるいは単純再生産・拡大再生産の
区別なく，一般的な価値表式から得られる生産価格表式を用いて２命題の
両立を論証することが可能となる。出発価値表式と生産価格表式との比較
では一般に不可能であった２命題の両立を，生産価格表式とそれに対応す
る価値表式の比較で可能としたものは，生産価格の成立段階で総平均利潤
に相当する部分に含まれている価値が出発価値表式にある総剰余価値から
量的に乖離することにあった。
　総計一致の２命題両立の一般妥当性を論証しようとした多くの試みは，
生産価格の成立段階で総平均利潤に相当する商品生産物部分の価値が費用
価格の生産価格化によってもはや出発価値表式にある総剰余価値とは量的
に相違しているにもかかわらず，それらが一致するとしたために失敗に終
わった。量的に相違するものをあえて一致させようとすれば，転形問題は
解決困難な問題に変質する。森嶋氏は，転形問題を「経済学のあらゆる分
野での最も長い論争の１つ」 32）と評した。生産価格の成立段階において各
部門の商品生産物のうち平均利潤に相当する部分の価値の集計は総剰余価
32）　Morishima and Catephores, op. cit., p. 148.  前掲邦訳書，192ページ。
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値から量的に乖離することの認識の欠如が，転形問題をこれほど長期にわ
たる論争へと導いたのではなかろうか。
　生産価格の各構成部分に対応する価値と比較すれば，総生産価格も総平
均利潤もそれらに対応する価値との量的一致が成立し，それによって総計
一致の２命題両立の一般妥当性を主張することができる。生産価格の背後
に価値があり，生産価格は価値によって規制されているというマルクスの
構想を正当化する理論的根拠は，生産過程の成果を示す価値表式と流通過
程に属する生産価格表式という異時点における比較ではなく，流通過程に
ある生産価格表式とそれに対応する価値表式という同時点での比較から得
られる総計一致の２命題の両立によって提供されるべきと思われる。
　さらに価格一般ではなく生産価格の成立段階で２命題の両立が達成され
るということは，生産価格が単に価格一般のなかで各部門に均等な利潤率
をもたらす価格であるというだけでなく，それを介して価値の直接的支配
が貫徹するという意味において，生産価格は理論的に特別に重要な地位と
意義を有する価格であると理解すべきである。価値は生産価格を支配する
のであるから，短期の需給変動による市場価格の運動が，長期平均的に生
産価格に収斂することが実証されるならば，価値法則は生産価格を介して
貫徹しているといえる。
３．生産価格の成立と不等価値交換
　価値表式と生産価格表式を用いて補塡関係を考察し，生産価格での取引
過程に潜む不等価値交換の内容を明らかにする。まず単純再生産を想定し
て，価値表式における現物補塡と価値補塡を詳しくみよう。
　単純再生産の価値表式［Ａ－1］では，Ⅰ部門の v1＋m1に相当する生産
財とⅡ部門の c2 に相当する消費財が部門間で取引 v1＋m1 →← c2 される。
Ⅰ部門の c1 に相当する生産財とⅡ部門の v2＋m2 に相当する消費財は自部
518
門内での取引によって現物補塡される。部門内と部門間取引における需給
均等関係の成立が再生産の条件となるが，そのうち v1＋m1＝c2 が単純再
生産の部門間均衡条件である。価値表式では生産財，消費財ともに価値あ
るいは価値どおりの価格（価値価格）で取引されるので，生産財と消費財
の部門内・部門間取引は等価値交換であり，その取引過程において価値移
転の問題は生じない。これを価値数値表式［Ａ－2］における補塡関係で
みれば次のようになる。Ⅰ部門の資本家によって支払われた労働力価値と
c1
費用価値
剰余価値 生産物価値
（注）　　 は生産財，　 は消費財の現物形態をとる。　は自部門内取引，　は部門間取
引を示す。部門間均衡条件 v1＋m1＝c2が成立。
Ⅰ
Σ
Ⅱ
v1＋ m1＋ w1＝
c2 v2＋ m2＋ w2＝
C V＋ M＋ W＝
　　　［Ａ－１］　価値表式（単純再生産）
1200c1
費用価値
剰余価値 生産物価値
（注）　q1＝　＝4，q2＝　＝　，m’＝　＝1と仮定。
Ⅰ
Σ
Ⅱ
300v1＋ 300m1＋ 1800w1＝
600c2 450v2＋ 450m2＋ 1500w2
利潤率
（π1=　）
＝
1800C 750V＋ 750M＋ 3300W＝
　　　［A－２］　価値数値表式（単純再生産）
5
1
（π2=　）7
3
v1
c1
v2
c2
v
m
3
4
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等価の賃金300でⅠ部門の労働者は c2 のうち同額の消費財をⅡ部門の資本
家から購買する。Ⅱ部門の資本家は，Ⅰ部門の労働者に消費財を販売して
得た貨幣300でⅠ部門の資本家から v1 が示す同額の生産財を購買する。Ⅰ
部門の資本家は個人的消費のために貨幣300を支出して c2 部分の残り300
の価値額の消費財をⅡ部門の資本家から購買する。Ⅱ部門の資本家は，Ⅰ
部門の資本家に消費財を販売して得た貨幣300でⅠ部門の資本家から m1 
　　　［B－１］　生産価格表式（単純再生産）
c1h
＊y
費用価格
平均利潤 生産価格
（注）　生産価格をもたらす生産財と消費財の乖離率 x , yの相対比を h＊（=　）とする。総
平均利潤 R＊の一般規定は R＊＝｛M＋（v1＋m1－c2）（h＊－1）｝yであるが，単純再生産
の価値表式で v1＋m1－c2＝0が成立しているので，生産価格表式（単純再生産）にお
いては R＊＝Myとなる。
Ι
Σ
Ⅱ
v1 y＋ ｛m1h＊＋v1（h＊－1）｝y＋ p1
＊
＝
c2h
＊y v2 y＋ ｛m2－c2（h＊－1）｝y＋ p2
＊
＝
Ch＊y Vy＋ My＋ P＊＝
y
x
1500y
費用価格
平均利潤
（注）　 h＊=　 を求め，その数値を代入して数値表式を作成。
Ι
Σ
Ⅱ
300y＋ ＋
750y 450y
450y
300y＋ ＋
　　　［Ｂ－２］　生産価格数値表式（単純再生産）
4
5
生産価格
2250y
1500y
平均利潤率
（π1=　）
（π2=　）
2250y 750y＋ 750y＋ 3750y
＝
＝
＝
4
1
4
1
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が示す同額の生産財を購買する。これから一連の取引が実現して300v1＋
300m1 の生産財と600c2 の消費財の相互交換が完了すれば，v1＋m1 部分は
消費財に，c2 部分は生産財に現物形態を変換することで次期の再生産が準
備されることとなるが，価値的には等価値600の相互交換により取引過程
の前後で部門間の価値分配に変化なく，したがって価値価格での取引にお
いては部門間で価値移転は生じない。Ⅰ部門の自部門内取引である1200c1 
は，Ⅰ部門内の資本家どうしの生産財取引であり，Ⅱ部門の自部門内取引
である450v2＋450m2 は，Ⅱ部門の資本家と労働者との，および資本家ど
うしの消費財取引となる。c1 部分の生産財の相互取引，賃金による v2 部
分の消費財の購買，m2 部分の消費財の相互取引がいずれも価値価格，す
なわち等価値交換でなされるならば，その取引過程は部門内部での価値配
置にも影響を与えることはない。
　ところが価格が価値から乖離する場合に，等価格交換は不等価値交換と
なる可能性が生じる。そこで２部門分割の単純再生産表式を用いて，不等
価値交換の成立条件と成立領域を特定しよう。不等価値交換の可能性は，
生産財と消費財価格の価値からの乖離率に相違があれば，両財の取引過程
で現実化する。生産財と消費財の乖離率に相違があれば，等価格での相互
交換は不等価値交換を意味する。したがって不等価値交換は部門間取引で
生じ，その取引過程で部門間を価値が移転し，取引終了後は部門間の価値
配分が変更される。２部門分割の場合，Ⅰ部門内部の取引は同じ乖離率 x
をもつ生産財どうしの交換と想定されるので，その場合に等価格交換は等
価値交換と同義である。Ⅱ部門内部の取引は同じ乖離率 yをもつ消費財ど
うし，および消費財と賃金の交換であり，これも等価格交換は等価値交換
として処理される。等価格での交換が不等価値交換となるのは，乖離率の
異なる商品の相互取引に限定され，２部門分割の再生産表式においては
Ⅰ・Ⅱ部門間取引の領域を基盤とする。
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　生産財と消費財の価格が如何に価値から乖離していても，部門内部での
等価格交換は等価値交換として処理されるので，部門内取引において価値
移転の問題を考慮する必要はない。価値移転が生じるとすれば，それは生
産財と消費財の相互交換である部門間取引の領域にあり，しかもその領域
内で等価格交換が不等価値交換と両立する場合，すなわち両財の価値から
の乖離率に相違がある場合に限られる。生産価格は，生産財と消費財の乖
離率が相違することで成立するのであるから，生産価格での両財の相互取
引の過程で不等価値交換および価値移転が生じることになる。あらゆる交
換領域は等価格交換を原則とするが，それは部門内取引において等価値交
換を，部門間取引において不等価値交換を意味するのである。再生産表式
を用いて考察する限り，価格取引における等価値・不等価値交換は以上の
ように規定される。再生産表式における不等価値交換の成立領域は部門間
取引にあり，２部門分割では生産財と消費財の価値からの乖離率に相違が
あれば，両財の等価格での交換は不等価値交換となって部門間で価値移転
が生じることを明確にしたので，以後，価値移転の生じる部門間取引を中
心に取引関係を分析する。
　では生産価格表式を用いて，生産価格での現物補塡が不等価値交換をと
もなう次第を具体的に考察し，その際に生じる価値移転について規定しよ
う。［Ｂ－1］は，生産財の価値からの乖離率 xと消費財のそれ yの相対比
x─y が h
＊となるとき平均利潤率・生産価格が成立するとした場合の生産価
格表式であり，それに単純再生産を想定して補塡関係を示したものであ
る。［Ｂ－2］は，価値表式のデータから生産価格を成立させる h＊＝ 5─
4
を
求め，それを算入して作成した生産価格数値表式である。生産価格表式に
おいても各構成要素の現物補塡関係は価値表式と同様である。すなわちⅠ
部門の {v1＋m1h
＊＋v1（h
＊－1）}yに相当する生産財とⅡ部門の c2h
＊yに相当
する消費財が部門間で取引される。{v1＋m1h
＊＋v1（h
＊－1）}y＝（v1＋m1）h
＊y
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となるので，結局（v1＋m1）h
＊y →← c2h
＊yが部門間で取引される。Ⅰ部門の
c1h
＊yに相当する生産財とⅡ部門の {v2＋m2－c2（h
＊－1）}yに相当する消費
財は自部門内で取引される。以上の部門内と部門間取引における需給均等
関係の成立が単純再生産の条件となり，そのうち（v1＋m1）h
＊y＝c2h
＊yが生
産価格タームでの部門間均衡条件である。この生産価格タームでの部門間
均衡条件は，両辺に共通する h＊yを消去できるので，価値タームでの単純
再生産の部門間均衡条件 v1＋m1＝c2 に帰着する。すなわち価値タームで
の均衡条件の成立が生産価格タームでの均衡を保証し，価値タームでの不
均衡は生産価格タームでも不均衡をもたらすのである。価値体系によって
生産価格体系の均衡が支配されている。
　価値タームで単純再生産の部門間均衡条件が満たされていれば，生産価
格に限らず価格一般においても単純再生産の部門間均衡条件（v1＋m1）hy＝
c2hyは満たされる。価格タームでの均衡の根底には，価値タームにおける
均衡が存在しているのである。吉村氏は，価値タームと生産価格タームに
おける均衡は「二律背反的関係」にあると主張する。
　　「このように，再生産の法則と，利潤率均等化の法則の作用の結果
として，相互に転化しあう二種類の均衡が形成されることをみる。一
方は価値＝価格の無条件的一致を前提としていることにより，他は価
値と価格の背離を前提していることによって，均衡成立のための前提
が二律背反的関係にあり，したがってまた，その前提の上に形成され
る均衡も二律背反的関係に立たざるをえない。すなわち一方の均衡化
は他方の不均衡化であり，一方の不均衡化は他方の均衡化を意味す
る。」 33）
33）　吉村達次『恐慌論の研究』三一書房，1961年，145ページ。
価値と生産価格（中）（高島）　523
　氏は，価値タームでの均衡化は生産価格タームでの不均衡化を意味する
としているが，そうではなくて価値タームでの均衡が価格タームでの均衡
を保証すると理解すべきではなかろうか。
　さて，ここで生産財と消費財の部門間取引と生産価格成立段階での両財
の価値からの乖離率に注目して，価値移転の方向と移転価値量を規定す
る。部門間で取引される生産財と消費財が生産価格で取引されるのであれ
ば（v1＋m1）h
＊y＝c2h
＊yが成立している。それは交換される左辺の生産財と
右辺の消費財が生産価格表示で等しいことを意味するが，交換される生産
財と消費財に含まれている価値量で比較すれば両辺は一致しない。生産財
生産価格は価値から h＊y倍乖離しているので，生産財生産価格を構成する
各部分を h＊yで除すれば，生産財のうちそれに相当する部分が有している
価値量が得られる。同様に，消費財生産価格は価値から y倍乖離している
ので，消費財生産価格を構成する各部分を yで除すれば，消費財のうちそ
れに相当する部分が有している価値量が得られる。そこで部門間取引され
る生産価格表示のⅠ部門の生産財（v1＋m1）h
＊yを h＊yで，Ⅱ部門の消費財
c2h
＊yを yで除して，生産財と消費財の価値での取引関係に変換してみれ
ば，生産財の価値 v1＋m1と消費財の価値 c2h
＊が部門間で交換される。生
産価格での等価格交換の背後でこのような価値取引 v1＋m1 →← c2h
＊がなさ
れているのである。
　価値価格である h＝1 のとき部門間取引される生産財と消費財の価値は
v1＋m1 →← c2であり，単純再生産の価値表式における部門間均衡条件の成
立を前提とすれば，それは等価値交換 v1＋m1＝c2となる。しかし h≠1 で
あれば，部門間取引は不等価値交換となる。Ⅰ・Ⅱ部門で剰余価値率は等
しいが，資本構成がⅡ部門よりⅠ部門で高位に設定されているわれわれの
出発価値表式では，生産価格の成立段階で生産財の価値からの乖離率が消
費財のそれを上回ることとなるので h＝h ＊＞1 のケースを想定している。
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h ＊＞1 のときは，生産価格での等価格交換はⅠ部門に有利な不等価値交換
となる。すなわち生産価格での等価格交換（v1＋m1）h
＊y＝c2h
＊yを価値取引
に変換すれば v1＋m1 →← c2h
＊であり，h ＊＞1 のときは v1＋m1＜c2h
＊となる。
それは取引される左辺の生産財の価値が右辺の消費財の価値よりも少量で
あるにもかかわらず相互交換され，その不等価値交換によって差額 c2h
＊－
（v1＋m1）＝c2（h
＊－1）の価値量がⅡ部門からⅠ部門へ移転することを意味
する 34）。
　このように生産価格での等価格交換による現物補塡は，部門間取引にお
いて不等価値交換による価値補塡をともない部門間で価値配分が変更され
る。
　生産価格による部門間取引と不等価値交換を生産価格数値表式［Ｂ－2］
（単純再生産）を使用して確認しよう。生産価格で部門間取引がなされるな
らばⅠ（300y＋450y）＝Ⅱ750yが成立している。この左辺の生産財と右辺の
消費財の生産価格での等価格交換を価値取引に変換するために，左辺を生
産財の乖離率 5─
4
yで，右辺を消費財の乖離率 yで除すれば，生産財の価
値600と消費財の価値750が部門間で交換されるという内容の不等価値交換
であることが判明する。生産価格での部門間における等価格交換Ⅰ750y＝
Ⅱ750yは，価値取引ではⅠ600 →← Ⅱ750というⅠ部門に有利な不等価値交
換となっているのである。生産価格による部門間取引が完了すれば，その
34）　逆に，出発価値表式の資本構成がⅠ部門よりⅡ部門で高位に設定されてい
るならば，生産価格の成立段階で生産財の価値からの乖離率は消費財のそれ
を下回り h＊＜1 となる。h＊＜1 のときは，生産価格での等価格交換はⅡ部門
に有利な不等価値交換である。すなわち生産価格での等価格交換を価値取引
に変換した v1＋m1→← c2h
＊において，h＊＜1 のときは v1＋m1＞ c2h＊となり，
取引される右辺の消費財の価値は左辺の生産財の価値よりも少量であるにも
かかわらず相互交換され，この不等価値交換によってその差額 v1＋m1－c2h ＊
＝（v1＋m1）（1－h＊）の価値量がⅠ部門からⅡ部門へ移転する。
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差額である150の価値がⅡ部門からⅠ部門へ移転する。生産価格による取
引が部門間で不等価値交換となって価値が移転する以上の関係を図示すれ
ば図７のようになる。
　部門間で取引される生産財と消費財の生産価格での等価格交換Ⅰ（300v1
＋300m1）h
＊y＝Ⅱ600c2h
＊yが価値取引ではⅠ（300v1＋300m1）→← Ⅱ600c2h
＊と
いう不等価値交換となり，h＊＝ 5─
4
のとき600c2（
5─
4
－1）＝150の価値量が部
門間取引の過程でⅡ部門からⅠ部門へ移転することを数値例で確認した。
では生産価格による現物補塡が完了した時点における部門間の価値配分の
変更を示す価値再分配表式を作成しよう。価値再分配表式は，生産価格で
なされた部門内・部門間の現物補塡が完了した時点での両部門の現物配置
に対応した価値配置である。生産価格での取引による現物補塡終了後の移
転価値を含めた価値配置を示す価値再分配表式の作成は次の方法による。
　単純再生産の現物補塡が完了すれば生産価格表式［Ｂ－1］における
Ⅰ・Ⅱ部門の部門間取引部分の現物形態は変化する。すなわちⅠ部門のそ
れは生産財から消費財に，Ⅱ部門のそれは消費財から生産財に変わる。し
かしⅠ・Ⅱ部門の自部門内取引部分の現物形態は変化せず，Ⅰ部門では生
産財，Ⅱ部門では消費財の現物形態が維持される。生産価格表式において
生産財の現物形態にあり，Ⅰ部門の費用価格のうちの不変部分に相当する
図７　生産価格による不等価値交換（単純再生産：h＊＞１のケース）
Ⅰ部門：生産財
（v1＋m1）h＊y
（750y） 等価格交換
不等価値交換
生産価格
純移転 c2（h＊－1）
（150）
価値 v1＋m1
（600）
Ⅱ部門：消費財
c2h
＊y
（750y）
c2h
＊
（750）
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自部門内取引部分は，現物補塡完了後も現物形態を変えず生産財として現
物配置されるので，生産価格表式のその部分を生産財の価値からの乖離率
で除すれば，取引終了後に配置される生産財の価値が得られる。同様に生
産価格表式において消費財の現物形態にあり，Ⅱ部門の費用価格のうちの
可変部分と平均利潤に相当する自部門内取引部分も現物形態を変えず消費
財として現物配置されるので，生産価格表示のそれらの部分を消費財の価
値からの乖離率で除すれば，取引終了後に配置される消費財の価値が得ら
れる。一方，生産価格表式において生産財の現物形態にあり，Ⅰ部門の費
用価格のうちの可変部分と平均利潤に相当する部門間取引部分は，現物補
塡終了後は現物形態を消費財に変えて現物配置される部分であるから，生
産価格表示のそれらの部分を消費財の乖離率で除すれば，取引終了後に配
置される消費財の価値が算定される。他方，生産価格表式において消費財
の現物形態にあり，Ⅱ部門の費用価格のうちの不変部分に相当する部門間
取引部分は，現物補塡終了後は生産財に現物配置される部分であるから，
生産価格表示のその部分を生産財の乖離率で除すれば，取引終了後に配置
される生産財の価値が算定できる。
　このように取引終了後の単純再生産の現物配置を想定して，生産価格表
式［Ｂ－1］におけるⅠ部門の部門内取引部分とⅡ部門の部門間取引部分
を生産財の乖離率 h＊yで，Ⅱ部門の部門内取引部分とⅠ部門の部門間取引
部分を消費財の乖離率 yで除し，現物補塡完了時点における現物配置に対
応する価値配置を示したものが次の価値再分配表式［Ｃ－1］である。
　価値再分配表式におけるⅠ・Ⅱ部門の c1，c2 は現物補塡終了後に両部門
に配置された生産財の価値量を示し，それは価値表式［Ａ－1］にある
Ⅰ・Ⅱ部門の不変資本量と一致する。ただし c2 の現物形態は，価値表式
では消費財となっているが，価値再分配表式では生産財である点が相違す
る。価値再分配表式におけるⅠ・Ⅱ部門の v1，v2 は賃金と交換されるため
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に両部門に配置された消費財の価値量を示し，それも価値表式［Ａ－1］
にあるⅠ・Ⅱ部門の可変資本量と一致する。ただし v1の現物形態は，価
値表式では生産財となっているが，価値再分配表式では消費財が配置され
ている。価値表式と価値再分配表式を比較すれば，c2 と v1 に現物形態の
相違はあるが，価値量ではⅠ・Ⅱ部門の c，v部分に関して量的相違はな
い。価値再分配表式において資本家の個人的消費のためにⅠ・Ⅱ部門に配
置された消費財の価値量は，価値表式［Ａ－1］におけるⅠ・Ⅱ部門の剰
余価値 m1，m2 から乖離しているが，それらを集計すれば乖離額は部門間
で相殺され，価値表式にある総剰余価値Mと量的に一致する。
　さらに価値再分配表式［Ｃ－1］における移転価値部分に注目すれば，
不等価値交換による移転価値額⊿wはⅠ部門で（v1＋m1）（h
＊－1），Ⅱ部門
c1Ι
Σ
Ⅱ
v1＋ m1h
＊＋v1（h＊－1）＋ ＝w1　＋（v1＋m1）（h＊－1）
＝w2　－c2（h＊－1）
＝W　（v1＋m1－c2）（h＊－1）＝0
c2 v2＋ m2－c2（h
＊－1）＋
C V＋ M＋
　　　［Ｃ－１］　価値再分配表式（単純再生産）
移転価値
1200c1Ι
Σ
Ⅱ
300v1＋ 450m1’＋ 1950w1’
1350w2’
3300W
600c2 450v2＋ 300m2’＋
＝
＝
1800C 750V＋ 750M＋ ＝
　　　［Ｃ－２］　価値再分配数値表式（単純再生産）
（注）　単純再生産の出発価値表式において v1＋m1＝c2，v1＋v2＋m1＋m2＝w2が成立して
いる。したがって w1＋（v1＋m1）（h＊－1）＋w2－c2（h＊－1）＝w1＋w2＋（v1＋m1－c2）（h＊
－1）＝w1＋w2＝Wとなる。また m1h＊＋v1（h＊－1）＋m2－c2（h＊－1）＝h＊（v1＋m1－c2）
＋c2＋m2－v1＝w2－（v1＋v2）＝m1＋m2＝M となる。　 は生産財，　 は消費財の現物
形態をとり，それらの現物形態が有する価値量を内に記す。アミカケは部門間取引
によって現物配置された部分。［Ｃ－２］の w’の数値は，不等価値交換による価値流
入・流出の結果を示す。
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で－c2（h
＊－1）と量的規定が与えられている。移転価値量がプラスであれ
ば他部門からの流入を，マイナスであれば他部門への流出を意味する。わ
れわれの想定である h＊＞1 のとき，移転価値はⅠ部門でプラス，Ⅱ部門で
マイナスとなるから，Ⅰ部門では流入（＋⊿w），Ⅱ部門では流出（－⊿w）
となって，Ⅱ部門からⅠ部門へ取引過程で価値が移転する。単純再生産の
価値表式において v1＋m1＝c2 が成立しているので，移転価値の総計（v1＋
m1－c2）（h
＊－1）＝0 となり，Ⅰ・Ⅱ部門の流入・流出額は相殺され移転価値
による価値総量の増加は生じない。移転価値の流入・流出によってⅠ部門
では w1＋⊿w，Ⅱ部門では w2－⊿wとなり，部門間の価値配分比率は変化
するが，価値総量は変化せず［Ａ－1］にある総価値Wと量的に一致する。
　生産価格数値表式［Ｂ－2］にあるⅠ部門の部門間取引部分が示す750y
（＝300y＋450y）の生産財は，価値再分配数値表式［Ｃ－2］ではⅡ部門に
配置されており，そこで600の価値を有するⅡ部門用生産財（600c2）とし
て機能する。他方，生産価格数値表式［Ｂ－2］においてⅠ部門の労働者
によって300y，資本家によって450y購買されるⅡ部門の部門間取引部分
が示す750yの消費財は，価値再分配表式［Ｃ－2］ではⅠ部門に現物配置
されており，そこで300の価値を有する労働者用消費財（300v1）と450の
価値を有する資本家用消費財（450m1′）に分割表示される。このような生
産財と消費財の相互交換過程において，生産財の現物形態をともなって価
値600がⅠ部門からⅡ部門へ，消費財の現物形態をともなって価値750がⅡ
部門からⅠ部門へ移転し，その差額150の価値がⅡ部門からⅠ部門へ純移
転額として流出し，Ⅰ部門の価値配分を⊿w＝150だけ増加させると同時
にⅡ部門のそれを同額減少させるのである。移転価値の流入によってⅠ部
門の価値配分比率は上昇する。しかし価値再分配数値表式［Ｃ－2］の総
計部分をみれば m1′＋m2′＝750，w1′＋w2′＝3300であり，ここに出発価値
数値表式である［Ａ－2］の総剰余価値750Mと総価値3300Wの数値が再
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現している。
　では出発価値表式と生産価格表式および価値再分配表式の区別と関連を
みよう。価値表式［Ａ］と価値再分配表式［Ｃ］には生産価格表式［Ｂ］
が介在している。表式の作成順序は，価値表式［Ａ］から生産価格表式
［Ｂ］が導出され，生産価格表式［Ｂ］から価値再分配表式［Ｃ］が導出
される関係にある。すなわち価値表式［Ａ］にあるデータから平均利潤
率・生産価格を成立させる生産財と消費財の価値からの乖離率の相対比
h ＊を求めて生産価格表式［Ｂ］を作成する。そして部門内・部門間取引終
了後の単純再生産の現物配置を考慮して，生産価格表式［Ｂ］にあるⅠ・
Ⅱ部門の費用価格のうち不変部分を生産財の乖離率で，可変部分と平均利
潤部分を消費財の乖離率で除して価値再分配表式［Ｃ］を作成する。
　３表式の成立する時間的順序も作成順序と同様である。すなわち生産過
程の成果である社会的総生産物の価値関係を示す価値表式［Ａ］に，流通
過程における生産価格での取引関係を示す生産価格表式［Ｂ］が続き，さ
らに流通過程を経て現物補塡が完了し生産の再開可能な時点を示す価値再
分配表式［Ｃ］が生産価格表式［Ｂ］に後続する。
　価値表式［Ａ］と価値再分配表式［Ｃ］との間に生産価格表式［Ｂ］と
同時点で成立する生産価格対応価値表式【B′】を置き，［Ａ］，【B′】，［Ｃ］
の３表式を価値量で比較した上で，生産価格による不等価値交換は如何な
る表式の対比によって把握可能となるかを検討しよう。Ⅰ・Ⅱ部門に配置
されている現物形態を明示して３表式を価値数値表に変形したものが次の
［Ａ］，【B′】，［Ｃ］の３表である。生産価格対応価値表【B′】は，Ⅰ・Ⅱ
部門の生産価格とその内的区分に対応する価値量を表示しており，それを
利用し生産価格による部門内・部門間取引を価値取引に変換させてみたも
のである。
　価値表［Ａ］と生産価格対応価値表【B′】では，Ⅰ部門に配置されてい
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る現物形態は生産財，Ⅱ部門のそれは消費財である。しかし流通過程を経
て現物補塡が完了した時点での配置を示す価値再分配表［Ｃ］ではⅠ・Ⅱ
部門の cは生産財，vと m′は消費財の現物形態をとる。このような現物形
態の相違を度外視して，価値表［Ａ］と価値再分配表［Ｃ］を部門単位の
価値量で比較すれば，Ⅰ・Ⅱ部門の不変資本，可変資本部分に価値量の変
化はなく，剰余価値部分に量的相違が生じている。この現象から伊藤氏
1200Ι
Σ
Ⅱ
300
600 450
300
450
　　　［Ａ］　価値表（単純再生産）
1800
1500
1800 750 750 3300
＝
＝
＝
不変資本 c 可変資本 v 剰余価値 m 生産物価値 w
（注）　　 は生産財，　 は消費財の現物形態をとる。
1200
費用価格の
Ι
Σ
Ⅱ
240
300
450
450
360
300
　　　【B’】　生産価格対応価値表（単純再生産）
1800
1500
1950 690 660 3300
＝
＝
＝
に対応する価値
不変部分 可変部分 平均利潤 生産価格
（注）　　は自部門内取引，　 は部門間の価値取引を示す。部門間取引される消費財を
Ⅰ部門の労働者と資本家によって購買される部分に分割して，それぞれの部分が
有する価値量を表示。
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は，生産価格による不等価値交換の範囲が剰余価値部分に限定されると判
断した。氏は３部門分割の本稿とは数値の異なる表を作成して，表［Ａ］
を「生産された価値の実体」，表［Ｃ］を「取得される価値の実体」と呼
び，生産価格での商品交換がなされる前後の価値関係を両者に代表させ
る。そして両者の価値量を比較すれば，生産価格による不等価値交換の実
態が解明できるとの問題意識のもとで先の現象を捉える。その結果，
（c ＋ v）部分に価値量の変化はなく，m部分に量的相違が生じていること
から，生産価格による不等価値交換は剰余価値部分に限られると判断し，
生産価格は費用価格部分で等価値補塡を，平均利潤部分で不等価値補塡を
媒介する機能を果たすと解釈した。
　　「こうした生産価格をつうずる不等労働量交換は，あきらかに剰余
労働部分の範囲にかぎられており，翌年に表16.4（生産された価値の実
体──引用者）と同じ価値実体を再生産することを妨げるものではな
い。」 35）
35）　伊藤誠『資本主義経済の理論』岩波書店，1989年，136ページ。
1200Ι
Σ
Ⅱ 600
300
450
450
300
　　　［ C ］　価値再分配表（単純再生産）
1950
1350
1800 750 750 3300
＝
＝
＝
生産財価値 消費財価値 消費財価値 再分配価値
現物配置された
c（＝　   ）h＊y
ch＊y
m’（＝　）y
r＊
v（＝　 ）y
vy
w’（＝w±  w）Δ
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　しかし生産価格表式上で考察する限り，部門間取引部分は不等価値交
換，部門内取引部分は等価値交換と規定される。すなわち生産価格での売
買が不等価値交換となるのはⅠ部門の費用価格のうちの可変部分と平均利
潤部分，およびⅡ部門の費用価格のうちの不変部分である。これに対して
生産価格での売買が等価値交換となるのはⅠ部門の費用価格のうちの不変
部分およびⅡ部門の費用価格のうちの可変部分と平均利潤部分である。し
たがって生産価格による不等価値交換は，平均利潤部分の取引を介してな
されるとは必ずしもいえないのである。費用価格部分であっても現物補塡
に部門間取引を必要とするⅠ部門の可変部分とⅡ部門の不変部分は，生産
価格による取引が不等価値交換となり，部門内の取引で現物補塡されるⅡ
部門の平均利潤部分は等価値交換として表式上は規定される。
　生産価格対応価値表【B′】における部門間取引←→の過程に不等価値交
換の内容が示されている。すなわち生産価格300yを介してⅠ部門の労働
者によって購買される消費財とⅡ部門の資本家に購買される生産財の部門
間取引では，240の価値を有する生産財と300の価値を有する消費財が交換
され，ここに不等価値交換が成立する。さらに生産価格450yを介してⅠ
部門の資本家によって購買される消費財とⅡ部門の資本家に購買される生
産財の部門間取引では，360の価値を有する生産財と450の価値を有する消
費財が交換され，ここにも不等価値交換が成立している。
　ところで表［Ｃ］のⅠ部門の vの価値300は表［Ａ］のそれと価値量で
は一致し，一見，生産価格を介して等価値交換がなされたかのような外観
をとるが，実はこの vに相当する消費財の価値300は，Ⅰ部門が生産財の
価値240と交換にⅡ部門から入手したものであり，したがって不等価値交
換によってもたらされたものなのである。表［Ｃ］のⅡ部門の m′の価値
300は表［Ａ］のⅡ部門の剰余価値450と相違しており，これも一見，生産
価格を介して不等価値交換がなされたかのような外観をもつが，この部分
価値と生産価格（中）（高島）　533
はⅡ部門内で等価値交換がなされた結果を示している。表［Ａ］と表［Ｃ］
の比較では，生産価格が費用価格部分で等価値交換を，平均利潤部分で不
等価値交換をもたらすとの解釈を許すような外観が形成されるが，それは
錯覚である。表式上で考察する限り，等価値・不等価値交換の判定基準
は，現物補塡が部門内・部門間のいずれの取引によってなされるかであっ
て，費用価格か平均利潤部分かの区別ではない。
　伊藤氏は表［Ａ］と表［Ｃ］の比較から，生産価格は平均利潤部分に不
等価値交換を媒介する機能があると解釈した。しかしそのような解釈によ
って不等価値交換を解明することは可能であろうか。そのような解釈はむ
しろ生産価格による不等価値交換の成立を神秘化し，不等価値交換の実態
を隠蔽することにならないであろうか。表［Ａ］と表［Ｃ］を比較して提
示されたそのような解釈では，生産価格を介して如何なる価値取引がなさ
れ表［Ｃ］を結果したかの分析が欠落することとなる。生産価格対応価値
表【B′】と価値再分配表［Ｃ］の比較においてのみ，流通過程における不
等価値交換の内容が把握可能となるのであって，その場合には不等価値交
換を平均利潤部分の取引に限定する解釈はもはや通用しない。
　伊藤氏はさらに価値表［Ａ－2］（＝「生産された価値の実体」）と生産価格
表［Ｂ－2］（＝「生産価格としての価値の形態」）および価値再分配表［Ｃ－
2］（＝「取得される価値の実体」）の３表間の関連から総計一致の２命題に関
する独自の見解を提起された。価値表と生産価格表の比較では次元ないし
単位が異なるので総価値と総生産価格，総剰余価値と総平均利潤が一致し
ないのは不思議でも不合理でもないとする。そして同じ次元ないし単位を
もつ表［Ａ］と表［Ｃ］の総計欄における価値量の一致に注目して，そこ
で総計一致の２命題を捉える。その際，総計一致の２命題とは，平均利
潤・生産価格を介して取得される価値の実体が剰余価値・生産物価値と総
量において一致しなければならないとの内容をもつ命題であると解説し，
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そのような内容をマルクスは総剰余価値＝総平均利潤，総価値＝総生産価
格の２命題で述べようとしていたとする。
　　「しかし，さらにわれわれの整理の筋道によって考察をすすめれば，
さきの二つのマルクスの命題は，もともと価値の形態としての貨幣価
格と価値の実体としての労働量とを比較して，年生産物の全体または
剰余部分をとれば両者が量的に一致するといういみで述べられていた
のかどうか。むしろ，それらは，貨幣価格としての生産価格を介し商
品生産物を交換して取得される価値の実体が，生産過程をとおして各
商品に対象化されている価値の実体としての労働量より多くも少なく
もありえず，また生産価格を介して利潤として取得される価値の実体
が，生産された剰余価値の実体すなわち社会的剰余労働の対象化と総
量において一致しなければならないということ──いいかえれば商品
生産物の持手を交換せしめる流通過程では価値の実体はまったく形成
されえないということ──を述べようとしたものと理解すべきではな
かろうか。」 36）
　伊藤氏のように表［Ａ］と表［Ｃ］を比較して，そこで総計一致の２命
題を捉えるならば，表［Ｃ］の総計欄には表［Ａ］にある総剰余価値と総
価値の数値が再現され，２命題は両立する。しかしその場合，２命題は確
かに「流通過程では価値は形成されない」との内容をもつ命題に転化する
が，はたしてそれが総計一致の２命題に託したマルクスの意図であったか
は疑問である。マルクスは，価値が生産価格を規制することの根拠に総計
一致の２命題を提示しており，２命題の有する意義もその点にあると理解
36）　伊藤誠『価値と資本の理論』岩波書店，1981年，322ページ。
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すべきであろう。異時点における価値量と価値量の比較では，価値が生産
価格を規制する関係が分析から捨象されることとなる。転形問題の課題
は，価値が生産価格を規制する関係を論証することであり，流通過程では
価値も剰余価値も形成されないことの確認がその課題であるとはいえない
であろう。
　次に拡大再生産を想定して，出発価値表式から導出される生産価格表
式，さらに生産価格表式から導出され，それと同時点で成立する生産価格
対応価値表式および異時点で成立する価値再分配表式との関連をみた上
で，生産価格による不等価値交換の内容を明らかにしよう。
　拡大再生産の価値表式［Ａ－３］では，剰余価値 mが蓄積部分 m αと
資本家の個人的消費部分 m βに分かれ，蓄積部分はさらに追加的不変資本
mcと追加的可変資本 mvに分割する。そのため拡大再生産表式において
は，Ⅰ部門の v1＋mv1＋m β 1 に相当する生産財とⅡ部門の c2＋mc2 に相当
する消費財が部門間で取引 v1＋mv1＋m β 1 →← c2＋mc2 される。Ⅰ部門の c1
＋mc1 に相当する生産財と，Ⅱ部門の v2＋mv2＋m β 2 に相当する消費財は
自部門内での取引によって現物補塡される。部門内と部門間取引における
c1 ＋Ι
Σ
Ⅱ
v1 mc1
　　　［Ａ－３］　価値表式（拡大再生産）
w1＝
（注）　　 は生産財，　 は消費財の現物形態をとる。
　 　は自部門内取引，　 は部門間取引を示す。
　部門間均衡条件 v1＋mv1＋mβ1＝c2＋mc2が成立。
mv1＋ ＋ mβ1＋
c2 ＋ v2 mc2 w2＝mv2＋ ＋ mβ2
C V Mc WMv Mβ
＋
＋ ＝＋ ＋ ＋
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需給均等関係の成立が再生産の条件となり，そのうち v1＋mv1＋m β 1＝c2
＋mc2 が拡大再生産の部門間均衡条件である。価値表式では生産財，消費
財ともに価値あるいは価値どおりの価格（価値価格）で取引されるとして
いるので，部門内・部門間取引はすべて等価値交換によって現物補塡され
る。
　［Ａ－4］は部門間均衡条件が満たされ，Ⅰ・Ⅱ部門が部門構成λを不変
に保つよう蓄積がなされる場合の価値数値表式である。補塡関係を詳しく
みよう。Ⅰ部門の資本家によって再雇用労働者に支払われた賃金300と追
加雇用労働者に支払われた賃金37.5でⅠ部門の労働者は c2 のうち賃金と同
額の消費財をⅡ部門の資本家から購買する。Ⅱ部門の資本家は，Ⅰ部門の
労働者に消費財を販売して得た貨幣337.5を支出してⅠ部門の資本家から
v1＋mv1 が示す同額の生産財を購買する。Ⅰ部門の資本家は個人消費のた
めに貨幣112.5を支出して c2 の残り62.5と mc2 が示す50の価値額の消費財
をⅡ部門の資本家から購買する。Ⅱ部門の資本家は，Ⅰ部門の資本家に消
費財を販売して得た貨幣112.5でⅠ部門の資本家から m β 1 が示す同額の生
産財を購買する。これら一連の取引が実現すれば，Ⅰ（300v1＋37.5mv1＋
1200c1 ＋Ι
Σ
Ⅱ
300v1 150mc1
　　　［Ａ－４］　価値数値表式（拡大再生産）
1800w1＝37.5mv1＋ ＋ 112.5mβ1＋
400c2 ＋ 300v2 50mc2 1000w2＝37.5mv2＋ ＋ 212.5mβ2
1600C 600V 200Mc 2800W75Mv 325Mβ
＋
＋ ＝＋ ＋ ＋
（注）　q1＝　＝4，q2＝　＝　，m’＝　＝1と仮定。
　部門構成λ（＝　 ）＝　を不変に保つようⅠ部門の蓄積率（＝　  ）＝　，Ⅱ部門の
　蓄積率＝　で蓄積がなされた場合を示す。
v1
c1
w2
w1
v2
c2
v
m
3
4
5
9
8
5
m
mα
24
7
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112.5m β 1）＝450の価値額の生産財とⅡ（400c2＋50mc2）＝450の価値額の消
費財が部門間で相互交換される。この部門間取引による現物補塡は等価値
補塡をともなう。Ⅰ部門の部門内取引である（1200c1＋150mc1）＝1350は，
Ⅰ部門内の資本家どうしの生産財取引であり，Ⅱ部門の部門内取引である
（300v2＋37.5mv2＋212.5m β 2）＝550は，Ⅱ部門の資本家と労働者（再雇用＋
追加雇用労働者）との，および資本家どうしの消費財取引となる。生産財
と消費財が価値あるいは価値価格で取引されるならば，部門内・部門間を
問わずいずれの取引においても現物補塡は等価値交換によってなされる。
しかし価格が価値から乖離すれば，等価格交換は不等価値交換となる可能
性が生じ，その可能性は相互交換される生産財と消費財の価値からの乖離
率に相違があれば現実化する。そして生産価格表式上での不等価値交換は
部門間取引の領域で生じ，部門内取引は等価値交換として処理されること
はすでにみた。
　［Ｂ－3］は，生産財，消費財価格の価値からの乖離率の相対比が h＊の
とき平均利潤率・生産価格が成立するとした場合の蓄積部分を含めた生産
c1h
＊y ＋Ι
Σ
Ⅱ
v1 y mc1h
＊y
　　　［Ｂ－３］　生産価格表式（拡大再生産）
p1
＊＝mv1 y＋ ＋ ｛mβ1h＊＋（v1＋mv1）（h＊－1）｝y＋
c2h
＊y ＋ v2 y mc2h＊y p2＊＝mv2 y＋ ＋ ｛mβ2－（c2＋mc2）（h＊－1）｝y
Ch＊y Vy Mch＊y P＊Mvy Mβy
＋
＋ ＝＋ ＋ ＋
（注）　価値表式（拡大再生産）で部門間均衡条件が満たされていれば，c2＋mc2－v1－mv1
＝mβ1 が成立するので，Ⅰ・Ⅱ部門の資本家の個人的消費の総計は次のようにな
る。｛mβ1h＊＋（v1＋mv1）（h＊－1）＋mβ2－（c2＋mc2）（h＊－1）｝y＝｛h＊（v1＋mv1＋mβ1－c2
－mc2）＋c2＋mc2－v1－mv1＋mβ2｝y＝（mβ1＋mβ2）y＝Mβy
費用価格 蓄積部分
個人的消費部分
生産
価格
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価格表式である。価値表式における不変資本 c，可変資本 vは，生産価格
表式においてそれぞれ生産財と消費財の乖離率を乗じた ch＊y，vyと表示
されることに対応して，価値表式における剰余価値 mの分割部分である
追加的不変資本 mcと追加的可変資本 mvは生産価格表式では mch＊y，mvy
として表示される。生産価格表式において蓄積部分がそのように表示され
ることによって，Ⅰ・Ⅱ部門の資本家の個人的消費部分は［Ｂ－3］にあ
る量的規定を与えられる。［Ｂ－4］は，価値表式のデータから生産価格を
成立させる h＊＝ 5─
4
を求め，それを算入して作成した生産価格数値表式で
ある。
　生産価格表式においても各構成要素の現物補塡関係は価値表式と同様で
ある。すなわちⅠ部門の {v1＋mv1＋m β 1 h
＊＋（v1＋mv1）（h
＊－1）}y＝（v1＋
mv1＋m β 1）h
＊yに相当する生産財とⅡ部門の（c2＋mc2）h
＊yに相当する消費
財が部門間で取引される。この部門間取引（v1＋mv1＋m β 1）h
＊y →←（c2＋
mc2）h
＊yにおける需給均等関係の成立が生産価格タームでの部門間均衡条
件となる。生産価格タームでの部門間均衡条件（v1＋mv1＋m β 1）h
＊y＝（c2＋
Ι
Σ
Ⅱ
　　　［Ｂ－４］　生産価格数値表式（拡大再生産）
費用価格 蓄積部分
個人的消費 生産価格
1500y ＋ 300y 187.5y 2250y＝37.5y＋ ＋ 225y＋
500y ＋ 300y 62.5y 1000y
平均利潤率
＝37.5y＋ ＋ 100y
2000y 600y 250y 3250y75y 325y
＋
＋ ＝＋ ＋ ＋
（π1＝   ）4
1
（π2＝   ）4
1
（注）　h＊＝　を算入して数値表式を作成。平均利潤に対する蓄積分としての蓄積率は
Ⅰ・Ⅱ部門ともに同等の　となる。
4
5
2
1
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mc2）h 
＊ yは，両辺に共通する h ＊ yを消去できるので，価値タームでの拡大
再生産の部門間均衡条件 v1＋mv1＋m β 1＝c2＋mc2 に帰着する。すなわち
価値タームでの拡大再生産の均衡条件の成立が生産価格タームでの拡大再
生産の均衡を保証するのである。ここで，価値タームでの単純再生産の均
衡条件の成立が生産価格タームでの単純再生産の均衡を保証するとした以
前と同様の結論に到達した。価値表式において拡大再生産の部門間均衡条
件が満たされていれば，生産価格に限らず価格一般においても拡大再生産
の部門間均衡条件（v1＋mv1＋m β 1）hy＝（c2＋mc2）hyは満たされ，価格タ
ームでの均衡が価値タームでの均衡によって支配されることは拡大再生産
のケースでも妥当する。
　単純再生産のケースと同様，拡大再生産のケースで不等価値交換による
価値移転の方向と移転価値量を規定しよう。部門間取引される生産財と消
費財が生産価格で取引されるのであれば（v1＋mv1＋m β 1）h
＊y＝（c2＋mc2）
h ＊ yが成立している。それは交換される左辺の生産財と右辺の消費財が生
産価格表示で等しいことを意味するが，両財に含まれている価値量で比較
すれば一致しない。生産財生産価格は価値から h ＊ y倍，消費財生産価格は
価値から y倍乖離しているので，生産財生産価格 p1 
＊と消費財生産価格 p2  
＊
を構成する各部分をそれぞれ h ＊ yと yで除すれば，その部分に相当する生
産財と消費財の価値量が得られる。そこで部門間取引される生産価格表示
の生産財（v1＋mv1＋m β 1）h
＊yを h＊yで，同じく消費財（c2＋mc2）h 
＊ yを y
で除して，生産財と消費財の価値での取引関係に変換してみれば，生産財
の価値（v1＋mv1＋m β 1）と消費財の価値（c2＋mc2）h 
＊ が部門間で交換され
る。生産価格での等価格交換（v1＋mv1＋m β 1）h
＊y＝（c2＋mc2）h 
＊ yの背後で
このような価値取引（v1＋mv1＋m β 1）→←（c2＋mc2）h 
＊がなされているので
ある。
　価値価格である h＝1 のとき部門間での価値取引は v1＋mv1＋m β 1 →← c2
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＋mc2 であり，拡大再生産の価値表式における部門間均衡条件の成立を前
提とすれば，それは等価値交換 v1＋mv1＋m β 1＝c2＋mc2 となる。しかし
h≠1 であれば部門間取引は不等価値交換となり，われわれは h＝h ＊ ＞ 1 を
想定しているので，生産価格での等価格交換はⅠ部門に有利な不等価値交
換となる。すなわち生産価格での等価格交換（v1＋mv1＋m β 1）h
＊y＝（c2＋
mc2）h 
＊ yを価値取引に変換すれば v1＋mv1＋m β 1 →←（c2＋mc2）h
＊ であり，
h ＊ ＞ 1 のときは v1＋mv1＋m β 1 ＜（c2＋mc2）h
＊となる。それは取引される左
辺の生産財の価値が右辺の消費財の価値よりも少量であるにもかかわらず
相互交換され，その不等価値交換によって差額（c2＋mc2）（h
＊－1）の価値
量がⅡ部門からⅠ部門へ移転する。
　以上の関係を生産価格数値表式［Ｂ－4］（拡大再生産）で確認しよう。
生産価格で部門間取引がなされるならばⅠ（300y＋37.5y＋225y）＝Ⅱ（500y
＋62.5y）が成立している。この等価格（562.5y）での交換を価値取引に変
換するために，左辺を生産財の乖離率 5─
4
yで，右辺を消費財の乖離率 yで
除すれば，生産財の価値450と消費財の価値562.5が部門間で交換されると
いう内容の不等価値交換であることがわかる。生産価格での部門間におけ
る等価格交換Ⅰ562.5y＝Ⅱ562.5yは，価値取引ではⅠ450 →← Ⅱ562.5という
Ⅰ部門に有利な不等価値交換となっており，部門間取引が終了すれば，そ
の差額である112.5の価値がⅡ部門からⅠ部門へ移転する。以上の関係を
図示すれば図８のようになる。
　部門間で取引される生産財と消費財の生産価格による等価格交換（300v1
＋37.5mv1＋112.5m β 1）h
＊y＝（400c2＋50mc2）h
＊yが 価 値 取 引 で は300v1＋
37.5mv1＋112.5m β 1 →←（400c2＋50mc2）h
＊という不等価値交換となり，h＊＝
5─
4
のとき（400c2＋50mc2）（ 5─
4
－1）＝112.5の価値量が部門間取引の過程で
Ⅱ部門からⅠ部門へ移転することを確認できた。
　次に生産価格での取引によって現物補塡が完了した時点における部門間
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の価値配分の変更を示す価値再分配表式を作成する。生産価格による部門
内・部門間取引が終了し，Ⅰ・Ⅱ部門の現物配置に対応した価値配置を示
す価値再分配表式は次のように作成される。
　拡大再生産の現物補塡が完了すれば，生産価格表式［Ｂ－3］における
部門内取引部分の現物形態は不変であるが，部門間取引部分の現物形態は
変化する。生産価格表式において生産財の現物形態にあり，Ⅰ部門の費用
価格のうちの不変部分と蓄積のうちの追加的不変部分に相当する自部門内
取引部分は，現物補塡完了後も現物形態を変えず生産財として現物配置さ
れるので，生産価格表示のそれらの部分を生産財の価値からの乖離率で除
すれば，取引終了後に配置される生産財の価値量が得られる。同様に生産
価格表式において消費財の現物形態にあり，Ⅱ部門の費用価格のうちの可
変部分と蓄積のうちの追加的可変部分および資本家の個人的消費部分に相
当する自部門内取引部分も現物形態を変えず消費財として現物配置される
ので，生産価格表示のそれらの部分を消費財の価値からの乖離率で除すれ
ば，取引終了後に配置される消費財の価値量が得られる。一方，生産価格
表式において生産財の現物形態にあり，Ⅰ部門の費用価格のうちの可変部
分と蓄積のうちの追加的可変部分および資本家の個人的消費部分に相当す
る部門間取引部分は，現物補塡終了後は現物形態を消費財に変えて現物配
図８　生産価格による不等価値交換（拡大再生産：h＊＞１のケース）
Ⅰ部門：生産財
（v1＋mv1＋mβ1）h＊y
（562.5y） 等価格交換
不等価値交換
生産価格
純移転（c2＋mc2）（h＊－1）
（112.5）
価値 v1＋mv1＋mβ1
（450）
Ⅱ部門：消費財
（c2＋mc2）h＊y
（562.5y）
（c2＋mc2）h＊
（562.5）
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置される部分であるから，生産価格表示のそれらの部分を消費財の乖離率
で除すれば，取引終了後に配置される消費財の価値量が得られる。他方，
生産価格表式において消費財の現物形態にあり，Ⅱ部門の費用価格のうち
の不変部分と蓄積のうちの追加的不変部分に相当する部門間取引部分は，
現物補塡終了後は生産財に現物配置される部分であるから，生産価格表示
のそれらの部分を生産財の乖離率で除すれば，取引終了後に配置される生
産財の価値量が得られる。
　このように取引終了後の拡大再生産の現物配置を想定して，生産価格表
式［Ｂ－3］におけるⅠ部門の部門内取引部分とⅡ部門の部門間取引部分
を生産財の乖離率 h＊yで，Ⅱ部門の部門内取引部分とⅠ部門の部門間取引
部分を消費財の乖離率 yで除し，現物補塡完了時点における現物配置に対
応する価値配置を示したものが次の価値再分配表式［Ｃ－3］である。
　価値再分配表式におけるⅠ・Ⅱ部門の cと mcは現物補塡終了後に配置
された生産財の価値量を示し，それは価値表式にあるⅠ・Ⅱ部門の不変資
本量と追加的不変資本量に一致する。ただし c2 と mc2 の現物形態は，価
値表式では消費財であるが，価値再分配表式では生産財となっている。価
値再分配表式におけるⅠ・Ⅱ部門の vと mvは賃金と交換されるために両
部門に配置された消費財の価値量を示し，これも価値表式にあるⅠ・Ⅱ部
門の可変資本量と追加的可変資本量に一致する。ただし v1と mv1の現物形
態は価値表式では生産財となっているが，価値再分配表式では消費財が配
置されているという現物形態の相違がある。このような現物形態の相違を
認識した上で，両表式を価値量で比較すれば，Ⅰ・Ⅱ部門の c，v，mc，mv
部分に関して量的相違はない。量的相違は資本家の個人的消費に関する価
値量にある。価値再分配表式［Ｃ－3］において資本家の個人的消費のた
めにⅠ・Ⅱ部門に配置される消費財の価値量は，価値表式［Ａ－3］にあ
るⅠ・Ⅱ部門の資本家の個人的消費 m β 1，m β 2 から乖離している。しかし
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それらを総計すれば乖離額は部門間で相殺され，価値表式にある資本家の
個人的消費の総計M βと量的に一致する。
　不等価値交換による移転価値⊿wは，Ⅰ部門で（v1＋mv1＋m β 1）（h
＊－
1），Ⅱ部門で－（c2＋mc2）（h
＊－1）と量的に規定される。われわれの想定
である h＊ ＞ 1 のとき，移転価値はⅠ部門でプラス，Ⅱ部門でマイナスとな
るから，Ⅱ部門からⅠ部門へ部門間取引過程で価値が移転する。しかし拡
大再生産の価値表式では v1＋mv1＋m β 1＝ c2＋mc2 が成立しているので，
移転価値の総計（v1＋mv1＋m β 1－c2－mc2）（h
＊－1）＝0 となり，Ⅰ・Ⅱ部門
の移転価値の流入・流出は相殺され価値総量に変化を与えることはない。
＋ ＋ ＋ ＋
＋ ＋ ＋
＋
＋
Ι
Ⅱ
c1 v1
　　　［Ｃ－３］　価値再分配表式（拡大再生産）
＝w1 ＋（v1＋mv1＋mβ1）（h＊－1）
＝W （v1＋mv1＋mβ1－c2－mc2）（h＊－1）＝0
mβ1h＊＋（v1＋mv1）（h＊－1）
c2 v2 mc2 mv2 mβ2－（c2＋mc2）（h＊－1）
＋ ＋ ＋Σ C V Mc Mv Mβ
＝w2 －（c2＋mc2）（h＊－1）
移転価値
mc1 mv1
Ι
Σ
Ⅱ
　　　［Ｃ－４］　価値再分配数値表式（拡大再生産）
1200c1 ＋ 300v1 150mc1 1912.5w1’＝37.5mv1＋ ＋ 225mβ1’＋
400c2 ＋ 300v2 50mc2 887.5w2’＝37.5mv2＋ ＋ 100mβ2’
1600C 600V 200Mc 2800W75Mv 325Mβ
＋
＋ ＝＋ ＋ ＋
（注）　拡大再生産の価値表式において v1＋mv1＋mβ1＝c2＋mc2 あるいは c2＋mc2－v1－
mv1＝mβ1 が成立している。したがって w1＋（v1＋mv1＋mβ1）（h＊－1）＋w2－（c2＋
mc2）（h＊－1）＝w1＋w2＋（v1＋mv1＋mβ1－c2－mc2）（h＊－1）＝w1＋w2＝W となり，ま
た mβ1h＊＋（v1＋mv1）（h＊－1）＋mβ2－（c2＋mc2）（h＊－1）＝h＊（v1＋mv1＋mβ1－c2－
mc2）＋c2＋mc2－v1－mv1＋mβ2＝mβ1＋mβ2＝Mβとなる。　　は生産財，　　は消
費財の現物形態をとり，それらの現物形態の価値量を内に記す。アミカケは部門間
取引で現物配置された部分。［ C －４］の w’の数値は，不等価値交換による価値流入
・流出の結果を示す。
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　生産価格数値表式［Ｂ－4］にあるⅠ部門の部門間取引部分が示す
562.5y（＝300y＋37.5y＋225y）の生産財は，価値再分配数値表式［Ｃ－4］
ではⅡ部門に現物配置されており，そこで400の価値を有する更新用生産
財（400c2）と50の価値を有する追加投資用生産財（50mc2）として分割表
示される。他方，生産価格数値表式［Ｂ－４］においてⅡ部門の部門間取
引部分が示す562.5y（＝500y＋62.5y）の消費財は，価値再分配数値表式
［Ｃ－4］ではⅠ部門に現物配置されており，そこで300の価値を有する再
雇用労働者用消費財（300v1）と37.5の価値を有する追加雇用労働者用消
費財（37.5mv1）および225の価値を有する資本家用消費財（225m β′ 1）に
分割表示される。このような生産財と消費財の相互交換の過程で，生産財
の現物形態をともなって価値450がⅠ部門からⅡ部門へ，消費財の現物形
態をともなって価値562.5がⅡ部門からⅠ部門へ移転し，その差額112.5の
価値がⅡ部門からⅠ部門へ純移転額として流出し，Ⅰ部門の価値分配比率
を上昇させる。
　価値数値表式［Ａ－4］における総計部分の数値は，価値再分配数値表
式［Ｃ－4］の総計部分に再現されている。部門単位で比較すれば，Ⅰ・
Ⅱ部門の不変資本，可変資本，追加的不変資本，追加的可変資本部分の価
値量に変化はなく，資本家の個人的消費部分にのみ量的相違がみられる。
この現象は，生産価格による不等価値交換が資本家の個人的消費部分 m β
に限定されるとの解釈を生む。しかしそれは虚像である。不等価値交換解
明のため，生産価格表式の背後にあってそれと同時点で成立する生産価格
対応価値表式【Ｂ′】に部門間取引関係を加えてみよう。
　生産価格対応価値数値表式【Ｂ′】における部門間取引←→の過程に不等
価値交換の内容が取引別に分割して表示されている。すなわち生産価格
300yを介してⅠ部門の再雇用労働者に購買される消費財とⅡ部門の資本
家によって更新用として購買される生産財の部門間取引では，240の価値
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を有する生産財と300の価値を有する消費財が交換され，ここに不等価値
交換が成立し，その過程で60の価値がⅡ部門からⅠ部門へ移転する。さら
に生産価格37.5yを介してⅠ部門の追加雇用労働者に購買される消費財と
Ⅱ部門の資本家によって更新用として購買される生産財の部門間取引で
は，30の価値を有する生産財と37.5の価値を有する消費財が交換され，こ
の不等価値交換によって7.5の価値がⅡ部門からⅠ部門へ移転する。不等
価値交換取引はなお存在する。生産価格162.5yを介してⅠ部門の資本家に
購買される消費財とⅡ部門の資本家によって更新用として購買される生産
財の部門間取引では，130の価値を有する生産財と162.5の価値を有する消
費財が交換され，この不等価値交換によって32.5の価値がⅠ部門へ移転す
る。最後に生産価格62.5yを介してⅠ部門の資本家に購買される消費財と
Ⅱ部門の資本家によって追加投資用として購買される生産財の部門間取引
では，50の価値を有する生産財と62.5の価値を有する消費財が交換され，
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費用価格部分 蓄積部分
個人的消費部分
Ι
Σ
Ⅱ
240
300
162.5
37.5 300
150 30
62.5
＋
＋ ＋ ＋ ＋ 100
　　　【B’】　生産価格対応価値数値表式（拡大再生産）
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（注）　　　は生産財，　　は消費財の現物形態をとり，それらの現物形態の価値量を
内に記す。［Ｂ－４］の生産価格数値表式におけるⅠ部門の生産財生産価格とその
構成部分を　yで，Ⅱ部門の消費財生産価格とその構成部分を yで除して対応価値
表式を作成。
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この不等価値交換によって12.5の価値がⅠ部門へ移転する。以上の部門間
取引過程を総括すれば，生産価格562.5yを介して生産財の価値450と消費
財の価値562.5が部門間で交換され，その差額112.5の価値がⅡ部門からⅠ
部門へ移転する。部門間取引による価値移転が終了した時点で価値再分配
表式が成立する。
　価値再分配数値表式［Ｃ－4］におけるⅠ部門の300v1と37.5mv1および
Ⅱ部門の400c2 と50mc2 は，価値数値表式［Ａ－4］にある数値と一致し，
生産価格を介して等価値交換がなされたかのような外観をとる。しかし価
値再分配数値表式［Ｃ－４］にあるⅠ部門の vと mvに相当する消費財の
価値337.5は，Ⅰ部門が生産財の価値270と交換にⅡ部門から入手したもの
であり，またⅡ部門の cと mcに相当する生産財の価値450は，Ⅱ部門が
消費財の価値562.5と交換にⅠ部門から入手したもので，いずれも不等価
値交換によってもたらされたものなのである。価値再分配数値表式［Ｃ－
4］におけるⅡ部門の100m β 2′は，価値数値表式［Ａ－4］にあるⅡ部門の
資本家の個人的消費212.5m β 2 から量的に乖離しており，これは先とは逆
に生産価格を介して不等価値交換がなされたかのような外観をとる。しか
しこの部分はⅡ部門の資本家達における価値から y倍乖離した消費財どう
しの相互交換，すなわちその実態は等価値交換による現物補塡であった。
　価値表式と価値再分配表式の比較では，生産価格が資本家の個人的消費
部分の取引を介して不等価値交換をもたらすかの外観が形成される。しか
し生産価格による不等価値交換は，価値表式と価値再分配表式の比較では
把握不可能であって，それは流通過程で生産価格表式と同時点で成立する
対応価値表式と流通過程を経て成立する価値再分配表式との比較において
可能となるのである。生産価格表式から導出される生産価格対応価値表式
と価値再分配表式の２表式によって不等価値交換は解明される。その場
合，不等価値交換を資本家の個人的消費部分に限定する解釈はもはや成立
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しない。単純再生産のケースと同様に拡大再生産においても，生産価格に
よる不等価値交換は，再生産表式上で考察する限り，現物補塡に他部門を
必要とする部門間取引部分で生じるのである。

